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本研究による結論本研究による結論本研究による結論   
「１＋最大剰余法」で定数配分を行い，区割

画定を行う．この際，市区郡分割を許す程度

（規準±0%～33％）により最適区割による一

票の重みの格差は1.846～2.153倍程度． 

 ±5%規準程度（必然的に市区郡分割を積極

導入することになる）で，全国格差に関係の

ある都道府県の分割を積極的にすることで，

定数配分の格差に近づけることはできる．つ

まり，例外規定の市区郡分割を積極的に行い

格差縮小を目指すのであれば，定数配分の格

差を最小にすることが必須． 

 「定数配分」→「区割画定」にこだわら

ず，市区郡分割を避け，1.7倍程度を目標とす

るのであれば，著者らの提案する「格差最小

配分法([2])」が最もよい． 
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 例外規定の市区郡分割規準を積極的に導入した場合の格差 

 

現行の区割作成方針による分割規準 
(A)過大人口市区の場合 

(B)過少人口選挙区の設置を避ける場合 

最適区割導出に必要な新設・補強規準 
(A2)過大人口選挙区の設置を避ける場合 

(B*)過少人口選挙区の設置を避ける場合, 

市区郡分割原則導入 

小選挙区の区割導出に関して 
定数配分方法以外で，現行の小選挙区区割画定の骨格を作っている主な要素 

①市区郡行政界を区割線とする原則 

②飛び地の禁止 

③小選挙区を都道府県内で作る原則 

④衆議院小選挙区数は300 

今後も尊重すべき？ 

合県・ブロック制・道州制 

技術的・政治的に困難が少ない 

例外規定でない 

積極的分割ルール積極的分割ルール積極的分割ルールが必須！ 

不十分 

不十分 

＝ 425,856(全国平均) 

＝ 283,905(平均×2/3) 

＝ 567,808(平均×4/3) 

＝ 当該県平均 

＝ 県平均×2/3 

＝ 県平均×4/3 

各選挙区は

（なるべく）

この範囲に収

まるように画

定される 

過大人口市区 

→ この市区を分割 

過少人口選挙区 

→ どこかの市区郡を分割 

【ある県の区割】 

《計算に用いた人口・行政区域》 

◇ 人口：2005年国勢調査(速報値) 

◇ 行政区域：2006年3月時 市区郡 

 現行の衆議院小選挙区区割の作成方針では，原則として市区郡を最小単位として扱

い，分割は極力避けることを規定している．ただし，例外として人口過大市区がある

場合，及び，過小人口選挙区の設置を避ける場合は分割が許される． 

 

 過大人口市区 ＝ 全国選挙区平均人口の4/3倍を超える，または当該都道府県の選

挙区平均人口の4/3倍を超える人口を持つ市区 

 過少人口選挙区 ＝ 選挙区画定をどのように行っても，全国選挙区平均人口の2/3
倍を下回る，または当該都道府県の選挙区平均人口の2/3倍を下回る選挙区ができて

しまう場合，その選挙区 

都道府県内(A)～(B*)分割基準は，当該都道府県選挙区平均人口の±d%以内とする 

 → 現行のd≒33を変化させて計算（0≦d≦33） 
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全国平均 425,856 

平均×4/3 567,808 

平均×2/3 283,905 

±5％基準 

最適区割 

1.889～2.004倍 

1.846倍 

2.153倍 

±33％基準
（現行） 

最適区割 

±0％基準 
（アメリカ式） 
最適区割 

市区郡分割数：24 
 過大人口市区：11 
 過少選挙区回避：13 

市区郡分割数:34↑ 
 過大人口市区：34 
 過少選挙区回避： 

0～高々266 

市区郡分割数:51↑ 
 過大人口市区：29 
 過少選挙区回避：22+α 

：±5%内分割無しで実行区割なし 

 注）いずれか1つ以上の市区郡 

 を分割して最適化する必要あり 

：最適区割 


